第1章　総論
第1章　総論

第１章　総　論
Ⅰ　マニュアルの目的

　新型インフルエンザが発生した際には、その感染の拡大を防止・抑制し、住民の健康被害を最小限に止め、社会・経済活動を維持して住民生活の安定を図る必要がある。
  このマニュアルは、「鳥取県新型インフルエンザ対応行動計画」（平成２１年１０月改定）及び「鳥取県新型インフルエンザ対応マニュアル」（平成２２年２月改定）を踏まえ、新型インフルエンザが発生した際に本市（町村）がとるべき対応をあらかじめ定めておくものである。これに基づき、新型インフルエンザ対策を迅速かつ的確に実施することにより、感染拡大を可能な限り防止し、住民の健康被害及び社会･経済への影響を最小限に止めることを目的としている。

なお、このマニュアルは鳥由来の病原性の強いウイルスによる新型インフルエンザに対応することを念頭に置いたものであるが、平成２１年に発生した豚由来のＡ／Ｈ１Ｎ１のような病原性の弱いタイプ（以下「弱毒型」という。）による新型インフルエンザへの対応についても、併せて記載している。

ただし、新型インフルエンザの病原性等は発生してみないと分からない。それが不明な限りは、危機管理上、病原性が強いもの（以下「強毒型」という。）として取り扱わざるを得ないので注意が必要である。
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Ⅱ　流行規模及び被害の想定
１　流行規模の想定

新型インフルエンザの流行規模は、出現した新型インフルエンザウイルスの病原性や感染力等に左右され、現時点で正確に予測することは困難であるが、このマニュアルでは、国及び県の行動計画と同様に、人口の２５パーセントが罹患するとの前提の下に、被害の想定を行う。
２　○○市（町村）の被害想定（※各市町村ごとに患者数を算出の上、記載すること）
	
	○○市（町村）
	参考（鳥取県）
	参考（全国）

	罹患者数
	
	約152,500人
	約3,200万人

	医療機関受診患者数
	
	約 71,500人
～119,200人
	約1,500万人
～2,500万人

	入院患者数
（1日最大入院患者数）
	
	約3,230人～12,200人
（480人以上）
	約53万人～200万人
（10.1万人以上）

	死亡者数
	
	約810人～3,050人
	約17万人～64万人


· 全国の数値は、米国疾病予防管理センター（ＣＤＣ）により示された推計モデル（FluAid 2.0著者Meltzerら2000年7月）に、我が国の人口構成等の状況をあてはめて算定したもの。鳥取県の数値は、全国の数値を人口比で按分したものであり、○○市（町村）の数値も同様である。
※　本推計では、抗インフルエンザウイルス薬等による介入の効果、我が国の衛生状態等を考慮していない。

なお、弱毒型の場合、入院患者数や死亡者数は、上記の想定を下回ると予想される。平成２１年に発生した新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）では、次のような状況であった。
	
	参考（鳥取県）
	参考（全国）

	罹患者数
	９万６，０００人
	２０７７万人

	入院患者数
（1日最大入院患者数）
	２６３人

（２８人）
	1万７，６４６人

（公表されず）

	死者数
	１人
	２０２人


· 全国の罹患者数は、平成２２年９月２日開催、新型インフルエンザ接種に関する意見交換会資料による。
全国の入院患者数は、平成２２年３月３１日付厚生労働省報道発表資料より。全国の死者数は、平成２２年１０月１３日付厚生労働省報道発表資料より。

※　鳥取県の罹患者数は、全国の推計値を人口比で按分したもの。また、入院患者数及び死者数は、県の実施したサーベイランス結果による。
３　本マニュアルにおける発生段階の区分
国は、５つの段階に区分して各段階に応じた対策を実施する。その各段階への移行については、国が判断して公表する。県においても、段階（期）を設定して各段階に応じた対策を実施する。本市（町村）においても、次のとおり県の段階に準じた段階設定を行うとともに、その各段階に応じた対策を実施するものとする。
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（注）圏内とは、本市（町村）並びに○○町、××町及び△△村の区域、並びに本市（町村）　

に隣接する当該区域外の市町村の区域内をいう。
Ⅲ　マニュアルの見直し
新型インフルエンザの発生から流行･まん延そして終息に至る経過は、必ずしも予測どおりに展開するものではなく、その予測自体も最新の状況や情勢の変化により変更される。このマニュアルは、あくまで作成時点における予測及び状況に基づいて作成したものであり、その後の状況の変化等を踏まえて、随時修正する必要がある。
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